
●公共施設の種類ごとの配置方針（R01策定）に基づき、施設種類・圏域ごとに3分類する。
①同一圏域内でサービス機能の重複（同一種類の施設が複数存在）が見られる施設種類
②サービス機能の重複はなく、利用状況に応じた規模に見直す施設種類
③配置方針ですでに事業方針（存続・廃止）を定めている施設種類

公 共 施 設 再 編 案 作 成 手 順

圏域Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ

更新時期評価

【 再編コンセプト 】

圏域Ⅰ,Ⅱ 圏域Ⅲ 圏域Ⅲ

事業存続

【 利用度評価 】
・小中学校は、

適正配置の考え方
・図書館は、貸出数
・保健福祉施設は、

利用率
各３か年平均で判定

適正規模校
または

平均以上

小規模校
または

平均以下

事業存続 事業廃止
集約化

存続・廃止
は再編案

作成時検討

事業評価 施設総量を削減しながら、サービス機能を維持するための評価

事業廃止
集約化

機能移転等

事業存続

順位付け
1位からN位まで

順位付け
N位より下位

【 利用度評価 】
利用度の高い

施設から順位付け

【 老朽度評価 】
老朽度の低い

施設から順位付け
＋

事業存続

現有施設数＝N

または

Nのみを
判定

事業廃止
集約化

機能移転等

適切な時期に改修や再編を実施するための評価
改築や大規模改造工事の実施が必要な時期を目安とし、事業廃止や再編実施の時期を判定

再編案の作成

圏域Ⅲ 検討の共通条件設定 ： 複合化・多機能化の核となる施設の配置や敷地・建物条件をふまえ、
地域ごとに複数案を作成（地域の施設配置状況によっては１案となる）

エリアマネジ
メントの視点

敷地・建物、
都市計画の制約 集中配置案

圏域Ⅰ,Ⅱ施設 ： 事業評価・更新時期評価に基づき、施設種類ごとに１案を作成

分散配置案× ⇒

複数案作成

「事業評価」・「更新時期評価」を前提とした再編案の作成

①同一圏域内でサービス機能の重複が見られる
（同一種類の施設が複数存在）

②機能重複はなく、
利用状況に応じた
規模に見直す

③配置方針で
事業方針を
定めている

現有施設数＞N

【 機能重複評価 】
同一圏域・同一種類の施設の利用率を合計し、
事業存続施設数（N）を判定

事業存続施設数（N)
100％

＞

対象施設の
平均利用率合計

◇施設評価及び再編案作成手順◇再編コンセプトについて

市民とコミュニケーションをとり、地域別実行計画を策定再編案をたたき台とした検討、最適化を推進
付帯事項：施設廃止とする場合、指定避難所や投票所の機能確保等に配慮

市民とコミュニケーションをとり、再編案をもとに最適化を推進

本格着手

圏域Ⅰ,Ⅱ

圏域Ⅲ

R3年度末

財産経営推進計画の改定
●コスト評価による施設の運営改善方策を検討
●再編案及びコスト評価（運営改善）に基づく目標数値の策定 等

A B C

D E

F

事業
評価

適正
数

利⽤
度

⽼朽
度

適正
数

利⽤
度

⽼朽
度

利⽤
度

圏域内での
集約を検討 ① ○ ○ ○ ○

圏域内での
集約を検討 ① ○ ○ ○ ○ － ー ー ー

維持
(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○ 維持

(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○ 原則地域に1施設を
めざし、集約化 ① ○ ○

両館を維持 ③ ー ー ー ○ － ー ー ー ー ー － ー ー ー
歴史博物館は
現状を維持 ③ ー ー ー ○ 圏域内で多機能化・

複合化 ③ ー ー ー ○ 圏域内で多機能化・
複合化 ③ ー ○

【圏域設定なし】
施設は保存・活⽤ ③ ー ー ー ー

（地区図書館）
利⽤状況に応じ運営
⽅法の⾒直し

② ○ ○

（地区図書室）
利⽤状況に応じソフト
事業への転換や地域
移管等を検討

② ○ ○

(国際規格取得など高
い機能を有する施設)

全施設共通の配置⽅
針に反しない限り維持

① ○ ○ ○ ○

（圏域Ⅰ、Ⅲの定義
   に該当しない施設）
類似⽤途の施設が区
内・隣接区に複数存
在し、かつ、低利⽤・⽼
朽化などの課題がある
場合は集約。利⽤実
態に応じ、コミュニティ系
施設や学校体育施設
との多機能化・複合化

① ○ ○ ○ ○

  (利⽤主体が
　　　　　地域住⺠)
利⽤実態に応じ、コミュ
ニティ系施設や学校体
育施設との多機能化・
複合化

③ ー ○

－ ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー
小学校の余裕教室
発⽣や更新時に
順次複合化

③ ー ○

維持
(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○ － ー ー ー ー ー

新設・更新せず小学校
など地域の既存施設へ
の機能移転

③ ー ○

－ ー ー ー ー ー 維持
(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○ 維持 ③ ー ○

－ ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー

⽼⼈憩の家︓新設・
更新せず⽼朽化や利
⽤率が著しく低い施設
は廃止、地域の拠点
施設へ機能移転

③ ー ○

維持
(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○ 維持

(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○

⽼朽化の進んだ施設
や利⽤率の低い施設
は、コミュニティ系施設
等を活⽤した健診機能
の確保や、多機能化・
複合化

② ○ ○

－ ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー

5園に再編（沼垂、新
津第一、新津第三、
結、⻄を存続予定）、
センター的役割を果た
す幼稚園へ集約

③ ー ○

－ ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー
⺠営化を推進し現在
の施設の半数程度を
目標に集約

③ ー ○

－ ー ー ー ー ー － ー ー ー ー ー
適正規模の考え⽅に
基づき小規模校は集
約化・複合化

② ○ ○

－ ー ー ー ー ー 廃止・⺠営化 ③ ー ー ー ー ー ー ー ー

【圏域設定なし】
継続管理または建替を
前提としない当⾯管理

ー ー ー ー ー

ピーク時（R22）以降
集約化 ③ ー ー ー ○

ピーク時（R22）以降
集約化 ③ ー ー ○ ー ー ー ー

小中学校

公設デイサービス
センター

公営住宅

斎場

子育て支援施設①
(児童館)

子育て支援施設②
(子育て支援センター)

高齢者福祉施設

保健福祉施設

幼稚園

保育園

ー ー ー ○

スポーツ施設

ひまわりクラブ

図書館 維持
(機能重複がないため) ③ ー ー ー ○

維持
(機能重複がないため) ③

ホール施設

コミュニティ系施設

美術館

博物館・資料館

文化財的施設

分類
事業評価 更新

時期
評価

再編の基本的考え⽅ 分類
更新
時期
評価

 施設種類

圏域Ⅰ（市） 圏域Ⅱ（区） 圏域Ⅲ（中学校区）

再編の基本的考え⽅ 分類
事業評価 更新

時期
評価

再編の基本的考え⽅
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貸出冊数(図書室)
利用率(保健福祉施

設)

判定
(図書室):中央値45冊/日
(保健福祉施設):平均値

24%

学級数
判定

(小…12~24級適正)
(中…9~18級適正）

築40年 築60年
築30年&築55年
…大規模改修
築80年建替

方針 整備手法 方針 整備手法 方針 整備手法 方針 整備手法

① ○×コミュニティセンター Ⅲ 1978年 60% 2018年 短期 存続 存続

① △△公民館 Ⅲ 1980年 50% 2020年 短期 存続 集約
コミセンか
農改セン
ターへ

① ◇◇農村環境改善センター Ⅲ 1982年 30% 2022年 短期 集約
コミセンか
公民館へ

存続

① ××地区集会場 Ⅲ 1984年 20% 2024年 短期
機能
移転③

機能
移転③

② ☆☆図書室 Ⅲ 1986年 40冊／日 中央値未満

廃止(譲
渡,ソフ
ト事業
化)

2026年 短期
機能
移転③

機能
移転③

③ ◎◎体育館 Ⅲ 1988年
廃止(集
約,機能
移転)

2028年 短期
機能
移転①

機能
移転①

③ □□ひまわりクラブ Ⅲ 2010年 存続 2050年 中長期 複合化 □☆小へ 複合化 □☆小へ

③ 老人憩の家 〇☆荘 Ⅲ 1992年
廃止(機
能移転)

2052年 中長期
機能
移転①

機能
移転①

② ◇▽保健福祉センター Ⅲ 1994年 20% 平均未満
廃止(複
合化・多
機能化)

2034年 中長期 複合化 コミセンへ
機能
移転①

コミセンで
機能確保

② 〇△小学校 Ⅲ 1982年 6 小規模校
廃止(集
約・複合
化)

2037年 中長期 集約 □☆小へ 集約 □☆小へ

② □☆小学校 Ⅲ 1996年 14 適正規模校 存続 2026年 短期 存続 存続

② ＃＃中学校 Ⅲ 1970年 9 適正規模校 存続 2025年 短期 存続 存続

＜　地域別再編案のモデル(イメージ）　＞
施設の基本情報

2施設ま
で集約

施設名称

160% 2施設

再　　編
コンセプト
分　　類

圏域
区分

建築年
3か年
利用率
平均％

利用率
合計％

機能重複評価

存続施
設数

利用度評価

図書館、保健福祉施設 学校判定

再編案　A-2

短期
(～2032）

中長期
（2033～2052）

施設評価（事業評価と更新時期評価）

更新時期評価

更新時期
判定

（2032年
までが短
期、2032
年超が中
長期）

再編案

憩いの家
児童館

(建替時期)

学校
(大規模改修、建

替時期)

(右記施設
以外)

大規模改修
時期

再編案　A-1

短期
(～2032）

中長期
（2033～2052）

事業評価

評価手順
に基づく

方針

【再編方針の用語定義】

方　　　針 定　　　義 方　　　針 定　　　義

存続
現在の施設でそのまま事業を
存続すること

機能移転①
専用施設や条例は廃止となるが、
他の公共施設でサービス機能の維持を
図ること（多機能化）

集約
同一サービス機能の他の公共施設へ
移転すること

機能移転②

サービス量の保持を前提に、既存民間
施設への受け入れや民間施設誘致により
サービス機能の維持を図ること
（サービス提供者の変更）

複合化
異なるサービス機能の他の公共施設へ
移転すること

機能移転③
サービス提供方法の転換や施設の地域移
管などによりサービス機能の維持を図る
こと（提供方法の変更）

用途変更
事業を廃止した施設（建物）を
別の事業で利用すること

移転
事業を廃止した施設（建物）へ移転し、
事業を存続すること

報告資料 1-2


